
健全化判断比率
（単位：％）

区　　分 健全化判断比率（前年度）
早期健全化基準

（ｲｴﾛｰｶｰﾄﾞ）
財政再生基準

(ﾚｯﾄﾞｶｰﾄﾞ）

①実質赤字比率 －　( － ) 13.72 20.00

②連結実質赤字比率 －　( － ) 18.72 30.00

③実質公債費比率 15.4  (15.0) 25.0 35.0

④将来負担比率 183.1  (185.3) 350.0
※　実質赤字額及び連結実質赤字額がないため、「－」と表示しています。

資金不足比率

特別会計の名称 資金不足比率(％) 経営健全化基準

大月市病院事業会計 －　( － )
大月市簡易水道特別会計 －　( － )
大月市下水道特別会計 －　( － )

「③実質公債費比率」は、普通会計において１年間に支払った元利償還金および一般会計か
ら他会計への補助金等のうち元利償還金に充当したと見込まれる額に基づく金額の財政規模
等に対する比率であり、３年間(２２・２３・２４年度)の平均数値です。

「④将来負担比率」は、各会計の２４年度末の借入金残高に基づく金額および全職員が退職
したと仮定した場合の退職手当に基づく金額などの財政規模等に対する比率です。
　将来負担比率が１８３．１で前年に比べ２．２ポイント減少しましたが、依然として高い
水準です。その要因としては、
　・下水道事業に多額な投資をしたが、普及率が低く、借入金の返済に一般会計から
　　補てんを行っていること。
　・水道事業にて、ダム参加による水源確保、水道管布設替などによる借入金残高お
　　よび返済が多額となっていること。
　・大月市土地開発公社において、ゆりヶ丘販売残や公共事業のために先行取得した
　　用地の借入金残高が多額であること。
　があげられますが、引き続きこれらの改善対策を講じていきます。

健全化判断比率及び資金不足比率

　財政健全化法により、平成２４年度決算に基づく「健全化判断比率の４つの指標」と「３
会計の資金不足比率」を公表します。これらの指標は、全ての地方公共団体が公表すること
で、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的としています。

　前年度と比較すると実質公債費比率は上昇し、将来負担比率は減少しました。
　しかしながら、今後、土地開発公社解散・清算事業や義務教育施設整備事業、病院施設整備事
業の借入金などにより、実質公債費比率、将来負担比率ともに一時的な上昇を見込んでいるた
め、厳しい財政状況が続きます。
　より一層、計画的で効率的な予算執行に取り組み、健全な財政運営を目指していきます。

20.0

※　資金不足額はないため、「－」と表示しています。

「①実質赤字比率」、「②連結実質赤字比率」、「資金不足比率」は、１年間の収入から支
出を差し引いた金額の財政規模に対する比率です。
　赤字(資金不足)となっていない要因は、一般会計においては税収、借入れ等により収支の
バランスを図っており、他会計においては一般会計からの補助金等により不足額を補ってい
るためです。

【資金不足比率】 
 公営企業会計単位の
資金不足額の事業規
模（事業経営のために
調達した資金規模）に
対する割合。 


